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答 申 書 

 

竹原市の下水道事業は、公衆衛生の向上のほか、海や川等の公共用水域

の水質保全、浸水の防除を行うなど市民の生活環境の保全を図り、次世代

に良好な水環境を継承する役割を担っているが、下水道の整備には多額の

先行投資が必要であり、また、維持管理にも多くの経費が必要である。その

ため、下水道事業の財政健全化は重要な課題である。 

本審議会は、令和 5 年 7 月 13 日付けで竹原市長から諮問を受けた、持続

可能な竹原市下水道事業運営のための下水道使用料の適正化について、慎

重に審議、検討を重ね、次のとおりここに結論を得たので、その結果を答申

するものである。 

 

１．安定した事業運営を維持するため、将来を見通した適切なストックマ

ネジメントによる施設の更新及び維持管理を計画的に取り組むべきであ

り、そのために必要となる適切な財源確保を図るべきである。 

２．下水道施設の整備及び更新計画を確実に実行し、かつ健全で持続可能

な経営を実現するためには、使用料収入について３０％の増収を見込ん

だ使用料改定の必要性を認める。 

しかしながら、大幅な値上げによる市民生活、社会経済活動への影響を

十分に考慮し、令和 6 年 8 月使用分から 20％の増収を見込んだ改定、令

和 9 年 4 月使用分から更に 10％の増収を見込んだ改定（1 回目の改定と

合わせて 30％）による段階的な激変緩和措置を講じられたい。 

３．今後の社会・経済情勢などにより、使用料収入や施設整備などの状況が

変わる可能性はあるものの、引き続き下水道事業の効率化、合理化を進

めるとともに、長期的視野に立った施設整備計画、並びに財政計画に基

づく事業運営になお一層努めるべきである。 

４．下水道使用料の改定は、市民の生活に直接影響が及ぶものであるため、

下水道事業が持つ社会的役割について積極的に情報提供し、市民の理解

と協力を得るとともに、事業運営の透明性を確保するため、市民への説

明責任を果たされたい。 



- 2 - 

 

〔下水道使用料の料金表及び改定時期〕 

 

● 令和６年８月使用分から適用（令和６年８月１日施行） 

 

 

● 令和９年４月使用分から適用（令和９年４月１日施行） 

 

  

下水道使用料（１カ月計算用） ※消費税抜き

基本料金 従量料金(１㎥につき)

8㎥ まで 25円

8㎥ を超え 20㎥ まで 165円

20㎥ を超え 30㎥ まで 190円

30㎥ を超え 50㎥ まで 210円

50㎥ を超え 100㎥ まで 220円

100㎥ を超え 200㎥ まで 230円

200㎥ 260円

使用料（１月につき）

排除汚水量

850円

を超えるもの

下水道使用料（１カ月計算用） ※消費税抜き

基本料金 従量料金(１㎥につき)

8㎥ まで 37円

8㎥ を超え 20㎥ まで 180円

20㎥ を超え 30㎥ まで 205円

30㎥ を超え 50㎥ まで 230円

50㎥ を超え 100㎥ まで 240円

100㎥ を超え 200㎥ まで 255円

200㎥ 280円

排除汚水量

850円

を超えるもの

使用料（１月につき）
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１．はじめに 

下水道は、家庭や事業所から排水された汚れた水をきれいにして河川

や海に戻し、道路や宅地に降った雨水を速やかに排除するなど、安全で快

適な生活環境の維持と公共用水域の水質保全に必要不可欠な役割を担う

都市基盤施設である。 

また近年は、限られた地域で短時間に激しい雨が降る集中豪雨への対

応、環境負荷の少ない持続可能な循環型社会の構築など、下水道事業に課

せられた役割は幅広い分野に及んでいる。 

このような中、竹原市の下水道事業は、平成元年度より整備を進め、平  

成 18 年度の供用開始から 17 年が経過したところであり、下水道整備予

定区域については早期に整備を完了させることに併せ、竹原浄化センタ

ーと中央第２雨水排水ポンプ場を中心とした既存の主要施設について、

老朽化等に伴う更新事業と、適切な維持管理による長寿命化の取り組み

が必要となる時期を迎えている。 

一方、人口の減少や生活様式の多様化、節水意識の高まりなど、近年の

社会情勢の著しい変化や地方行財政を取り巻く厳しい環境の下で、下水

道事業をとりまく経営環境は厳しさを増していくものと予想される。 

経営基盤の強化や財政マネジメントの向上に取り組むため、令和 2 年

4 月から地方公営企業法を一部適用して公営企業会計へ移行し 4 年目を

迎えているが、竹原市一般会計からの繰入金によって経営が補助されて

いるなど厳しい経営状況が続いているとともに、総務省からは下水道事

業が行うべき最低限の経営努力として、汚水処理に係る費用を使用料収

入で一定程度賄うことや、国土交通省からは施設整備の主要な財源とな

る社会資本整備総合交付金の交付要件及び重点配分要件として、公営企

業会計の導入や下水道使用料改定の必要性について検証することなど、

下水道使用料の適正化について要請がなされている。 

このような状況を踏まえ、竹原市長より諮問を受けた持続可能な竹原

市下水道事業運営のための下水道使用料の適正化について慎重に審議、

検討を重ね、ここに結論を得たので、その結果を答申するものである。 
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２．本答申の算定期間 

下水道事業を含む地方公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継

続していくためには、以下の点を踏まえた中長期的な経営計画に基づく

必要がある。 

① 地域の現状と課題、将来見通しを踏まえたものであること。 

② 「投資・財政計画」は、施設・設備に関する投資の見通しを試算し

た計画と、財源の見通しを試算した計画を構成要素とし、投資以外の

経費も含めた上で収入と支出が均衡するよう調整した収支計画であ

ること。 

③ 経営に不可欠な主要施設の維持更新の見通しを立てるため、施設

の耐用年数等を踏まえて、可能な限り長期間であること。 

 

竹原市の公共下水道整備区域については、平成 30 年度に市内における

下水道及び浄化槽などの汚水処理施設の効率的な整備、運営管理を図る

ため、汚水処理施設が持つ適切な役割分担を踏まえたうえで、「竹原市汚

水適正処理構想」及び「竹原市公共下水道事業（概成計画編）」を見直し

ている。これにより公共下水道による整備区域を 957.6ha から 222.5ha

へ縮小し、整備期間も令和 9 年度を目標に概成するよう取り組んでいる

ところである。 

また、平成 18 年度に供用開始した竹原浄化センター及び中央第２雨水

排水ポンプ場の機械及び電気設備については、今後、耐用年数を超える設

備の増加が見込まれており、持続的な下水道機能を確保するためには、施

設の計画的な維持管理と改築が必要となることから、適切な維持管理に

よる施設の長寿命化対策に取り組むとともに、下水道施設全体の中長期

的な施設状態を予測しながら、維持管理と改築事業を一体的に捉えて計

画的・効率的に行う設備更新計画（ストックマネジメント計画）に重点を

置いた取り組みが必要となっている。 

このことを踏まえ、竹原市人口ビジョン、下水道管渠の整備計画及びス

トックマネジメント計画を今回の経営計画に反映させることとし、令和 6

年度から令和 20 年度までの 15 年間を算定期間とした。 
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３．竹原市下水道事業の現状と課題 

本審議会において、下水道事業を取り巻く現状から、今後も安定的で持

続的な下水道事業を推進していくため、次の課題を挙げた。 

① 人口減少（排除汚水量の減少による下水道使用料収入の減少） 

② 主要な下水道施設の老朽化及び更新時期の到来 

③ 自然災害への対応（激甚化・頻発化する豪雨、将来予測される大規 

模地震・津波など） 

これらの課題解決に向けて、施設面においては、「ストックマネジメン

ト計画に基づく施設の計画的な更新と長寿命化」及び「施設の耐水化事業

の実施」、財政面においては、「経営基盤の強化と財政マネジメントの向

上」により取り組んでいくとした。 

 

⑴ 下水道事業の現状と見通し 

  竹原市の下水道事業は、平成元年より事業着手し、汚水管渠及び雨水

管渠の敷設工事を実施している。平成 18 年には竹原浄化センターや中央

第２雨水排水ポンプ場などの主要施設を供用開始し、以降、下水道整備

区域の拡大に努めている。 

平成 30 年度には、より効率的な汚水処理施設の整備を推進するため、

「竹原市汚水適正処理構想」及び「公共下水道全体計画」の見直しを実施

し、下水道による汚水処理整備区域を 222.5 ㏊と定め、令和 9 年度を整

備完了目標年度として事業を進めている。なお、下水道以外の区域につい

ては、合併処理浄化槽による汚水処理を進めることとしている。 

令和 5 年 3 月 31 日現在で、竹原市における下水道整備面積は 123.7 ㏊

であり、下水道整備人口は 4,650 人、公共下水道普及率（下水道整備人口

／竹原市行政区域内人口）は 19.9％となっている。なお、下水道による

汚水処理整備区域の面積に対する整備率は、55.6％となっている。 
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●整備予定区域及び整備状況 

 

【第 2 回審議会資料 P7】 

下水道整備人口は、下水道整備区域の拡大に努めている現状にあって

は、今後も増加することが見込まれている。 

しかしながら、竹原市の行政区域内人口が減少する社会情勢のなか、下

水道整備が完了した後は、整備区域内人口も減少に転じることが見込ま

れるため、下水道へ流入する排除汚水量は、令和 14年度を最大値として、

以降、減少していくと見込まれる。 

この排除汚水量の減少は、下水道事業の収入の一つである使用料収入

の減少に繫がるため、適切な排除汚水量の予測に基づいた収支計画が必

要である。 

【参照：別紙５答申参考資料スライド１～４】 

 

●排除汚水量の予測 

 

【第 2 回審議会資料 P11】 
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⑵ 下水道施設の老朽化対策と災害対応能力の向上 

国土交通省は、平成 28 年度から、下水道施設全体の中長期的な施設の 

状態を予測しながら維持管理、改築を一体的に捉えて計画的・効率的に管

理する「下水道ストックマネジメント計画」の策定を要請した。 

竹原市においては、平成 18 年に供用開始した下水道の主要施設である

竹原浄化センターや中央第２雨水排水ポンプ場等の機械及び電気設備を

中心として、複数の資産が令和 8 年度及び令和 9 年度に集中して法定耐

用年数を経過することとなり、その資産取得時の価額は、令和 8 年度が 7

億 6 千万円程度、令和 9 年度が 2 億円程度となっている。 

このため、更新時期が一斉に発生すること、施設の老朽化が進行してい

ること、既に法定耐用年数を超えて使用している設備もあることから、今

後、施設の更新や修繕などに係る経費が必要となってくる。 

 

●今後耐用年数を経過する資産の再調達価額 

 

【第 2 回審議会資料 P13】 

 

さらに、既存の老朽化資産の更新に加え、河川からの溢水・氾濫や内水

氾濫、地震・津波などの災害時や非常時おいても、一定の下水道機能を確

保することを目的とした施設の耐水化事業の推進など、新たな取組みに

対する建設改良費の増加も見込まれている。 

そのため、長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況

を考慮し、施設の重要度や老朽化の進み具合など、更新や修繕の必要性に

優先順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査、修繕・改善を実施し、
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更新費用の平準化や修繕費などの維持管理費の低減を図り、施設全体を

対象とした施設管理を最適化する「ストックマネジメント計画」や「下水

道施設の耐水化計画」を着実に実行していく必要がある。 

 

⑶ 経営基盤の強化 

竹原市の下水道使用料は、効率的な事業経営による経費削減を優先す

ることとし、平成 18 年の下水道供用開始以来、消費税等の税率変更を除

き使用料体系の改定は行われていない。 

令和 4 年度決算における汚水１㎥あたりの使用料収入である使用料単

価は、148.5 円/㎥であり、国から下水道事業体へ求めている経営努力と

しての下水道使用料に対する水準（使用料単価 150 円/㎥以上）を下回っ

ている。 

一方、汚水１㎥を処理するために必要な経費（公費で負担すべき経費を

除く）である汚水処理原価は 261.2 円/㎥であり、汚水処理に要した費用

に対する使用料収入による回収程度を示す汚水処理経費回収率は 56.8％

に留まっている。 

 

●使用料単価、汚水処理原価、経費回収率（令和４年度決算） 

 

【第 1 回審議会資料 P29】 
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●使用料単価、汚水処理原価、経費回収率の推移（決算） 

 

【第 1 回審議会資料 P30】 

 

現在の下水道事業計画に基づき、人口や排除汚水量の将来推計による

令和 20 年までの別紙２「投資・財政計画（現行料金水準）」に基づくと、

令和 9 年度に下水道整備を概ね完了させた後も汚水処理経費回収率は、

国の要求する 80％以上には到達するものの 100％に達しない見込みであ

る。したがって、現在の使用料体系が継続する場合、使用料収入では汚水

処理に係る維持管理経費を賄うことが出来ないため、その不足分を総務

省の定める繰入基準に該当しない一般会計からの繰入金（一般会計補助

金）により補てんすることが継続的に必要となる。 

 

●汚水処理経費回収率の推移 

 

【第 2 回審議会資料 P35 抜粋】 
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本来、地方公営企業法の適用を受ける下水道事業は、その公共的役割と

私的役割を総合的に考慮し、雨水に係る経費は公費で、汚水に係る経費は

一部を除き使用者が負担する「雨水公費、汚水私費の原則」に基づくもの

とされている。 

公営企業は、その事業に伴う収入によってその経費を賄い、自立性を持

って事業を継続していく「独立採算の原則」のもとに経営が行われるべき

ものである。下水道事業が将来にわたり継続的な事業とするには、使用料

収入の増加による収入構造の底上げが必要であり、また、受益者負担の観

点からも改善を図る必要がある。 

【参照：別紙５答申参考資料スライド５～６】 

 

●使用料単価と汚水処理原価の見通し 

 

【第 2 回審議会資料 P31】 

 

●総務省・国土交通省からの要請 

 

【第 1 回審議会資料 P34】 
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４．投資計画 

本審議会は、下水道事業の主要施設となる竹原浄化センター及び中央

第２雨水排水ポンプ場における更新等工事が概ね終了となる令和 6 年度

から令和 20 年までを見通した別紙１「投資計画」を確認した。主な内容

は、次のとおり。 

 

【第 2 回審議会資料 P19】 

上記の観点からこれからの施設整備について、下水道整備予定区域の

早期完了を目指し、計画的に汚水管渠及び雨水管渠の整備を実施すると

ともに、災害時においても一定の下水道機能を確保し、下水道施設被害に

よる社会的影響を最小限に抑制するための施設耐水化事業を推進してい

くため、令和 9 年まで年平均約 5 億円規模の投資が必要となると見込ん

でいる。 

また、主要施設の更新事業については、ストックマネジメント計画を策

定・実行することにより、施設の長寿命化による使用年数の延長（目標耐

用年数の設定）、整備内容の精査などを実施し、更新や改修に係る経費を

後年度へ平準化させ、更新に係る総費用を低減する見込みとしている。 

このストックマネジメントによる計画的かつ効率的な施設管理を推進

していくためには、令和 10 年以降、年平均約 5,500 万円程度の投資が必

要となると見込んでいる。なお、「ストックマネジメント計画」は令和 5

年度から令和 6 年度にかけて策定中であり、計画策定した時にはより具

体的な事業費及び更新時期について「投資・財政計画」へ速やかに反映さ

せる必要がある。 
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さらに、施設の点検・調査、修繕・改築に優先順位を付ける状態監視保

全型の管理を行うとともに、各施設のライフサイクルコストの低減や整

備費の平準化を図り、下水道施設を計画的で効率的に管理を実施すると

のことであった。 

これらの整備は、市民の生活環境の改善を図り、安定した下水処理の確

保や大規模災害・事故への対応を考慮した場合、必要不可欠なものである

とした。 

 

●投資計画 

 

【第 2 回審議会資料 P20】 

 

【第 2 回審議会資料 P14】 

計画策定 本川排水区基本計画 8 20 28

汚水管渠整備 435 326 326 326 326 1,739

雨水管渠整備 35 40 49 86 30 240

設備増設 浄化センター機械 476 476

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ 22 22

雨水ﾎﾟﾝﾌﾟ場 15 50 65

浄化ｾﾝﾀｰ 20 30 50

雨水ﾎﾟﾝﾌﾟ場 10 13 10 75 85 193

浄化ｾﾝﾀｰ 10 13 10 75 85 55 55 55 55 55 55 55 55 55 55 55 798

1,011 462 415 592 526 55 55 55 55 55 55 55 55 55 55 55 3,611

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

事業

合計

事業

合計

（単位：百万円）

R19 R20
主な事業

管渠整備

耐水化

事業

年度 R5

予算
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18
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５．財政計画 

本審議会では、下水道事業の現状を踏まえ、次のとおり収入確保策と経

費削減策が示された。 

① 下水道未接続世帯への接続推進の取組みを実施（水洗化率の向上） 

② 下水道整備区域の見直しによる整備計画の最適化 

③ ストックマネジメント計画の策定実施による施設更新費用の圧縮 

④ 民間が持つ維持管理ノウハウを活用する官民連携手法の一つであ 

 る、性能発注による「包括的民間委託」による維持管理経費の削減 

⑤ 事業量に応じた人員の適正配置 

⑥ 「広島県下水道事業広域化・共同化計画」への参画よる事務の効率 

化と災害時における協力体制の確立 

  これらの取組みによる経営効率化・健全化などの経営努力を踏まえた

財政状況について確認した。 

【参照：別紙５答申参考資料スライド７～２２】 

 

●竹原市における経営改善への取組み 

 

【第 2 回審議会資料 P22】 
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経営面の課題として、人口減少などの社会情勢の変化による使用料収

入の減少、物価上昇に伴う施設の動力費（電気料金）などの増加、施設の

老朽化に伴う修繕費及び更新費用の増加、企業債償還金の増加などが挙

げられ、これらにより現行の使用料収入では、汚水処理に必要な経費（公

費で負担すべき経費を除く）を賄うことが出来ないうえに、投資及び企業

債償還に係る資本的収入及び支出の不足額について、収支を調整する損

益勘定留保資金などの補てん財源が不足することが見込まれている。 

この不足する財源を補うため、一般会計補助金として令和 6 年度から

令和 20 年度までの 15 年間で約 12 億 9,000 万円の繰り入れが必要であ

り、これを削減していく必要があることが説明された。 

【参照：別紙２、別紙３、別紙５答申参考資料スライド２３～２４】 

 

●一般会計繰入金の推移（単位：万円） 

 

【第 2 回審議会資料 P7 抜粋】 

 

本来、地方公営企業法の適用を受ける下水道事業は、公営企業としてそ

の事業に伴う収入によってその経費を賄い、自立性を持って事業を継続

していく「独立採算の原則」のもとに経営が行われるべきものであり、こ

の状況を改善するためには、適正な利益と経営活動に伴う現金収支を健

全な状態に維持する必要がある。 

このような状況を勘案し、令和６年度以降の事業計画を着実に実施し、

安全で快適な下水道サービスを持続的・安定的に提供していくためには、

汚水処理経費回収率を高める必要があることから、下水道使用料を増額

する改定は避けられないものであるとの結論に至った。 

  

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 合計

37,968 38,481 34,637 34,720 34,362 33,847 34,368 33,950 32,868 32,495 32,228 32,048 32,283 31,235 30,966 506,455

うち補助金 6,234 6,464 5,480 8,196 8,196 8,367 9,573 9,513 9,569 9,569 9,569 9,569 9,569 9,569 9,569 129,004

一般会計繰入金
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６．下水道使用料の適正化について 

⑴ 下水道使用料の料金水準 

今回の下水道使用料の見直しにあたっては、令和 6 年度から令和 20 年

度までの収支計画期間内において、次の３点に主眼を置いて検討した。 

① 汚水処理経費回収率を 100％に改善すること 

 

② 一般会計からの繰入金（主に一般会計補助金）を削減すること 

③ 総務省が下水道事業体に対して取り組むべき経営努力として掲げ

る下水道使用料の料金水準（使用料単価 150 円/㎥以上及び、１ヵ月

20 ㎥を使用した場合の下水道使用料金 3,000 円以上（税抜き））を達

成すること 

 

下水道事業における汚水処理経費は、人件費や施設を動かすための動

力費、施設管理のための管理委託料などを含めた適正な維持管理費と、減

価償却費及び借入金支払利息などの資本費が対象経費となる。 

その対象経費のうち、総務副大臣通知「地方公営企業繰出金について」

に基づいて算出される竹原市の一般会計が負担すべき経費である汚水及

び雨水の処理に要する経費（公費負担分）を差し引いたものである。 

下水道サービスを持続的・安定的に提供していくためには、下水道サー

ビスの提供に対する対価となる使用料収入で、この汚水処理経費を賄え

るまで下水道使用料の水準を引き上げる必要がある。 

よって、汚水処理経費を下水道使用料でどの程度賄えているかを示す

「汚水処理経費回収率」を 100％とするよう検討した。 

汚水処理経費回収率を 100％とする時期については、下水道による汚水

汚水処理経費（公費負担分を除く）

下水道使用料収入
汚水処理経費回収率　＝ (％)

≪答申内容≫ 

下水道使用料収入について、30％の増収を見込んだ料金改定が必要

である。なお、改定を行うにあたっては段階的に実施するものとし、 

① 令和 6 年 8 月に 20％の増収を見込んだ改定 

② 令和 9 年 4 月に更に 10％の増収を見込んだ改定 

を行うことが望ましい。 
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処理整備区域 222.5 ㏊について、令和 9 年度を整備完了目標年度として

いることから、下水道整備が完了する令和 10 年度を達成目標時期とした。 

今回の使用料改定によって、別紙３「投資・財政計画（使用料改定後）」

のとおり経営改善が図られると見込まれ、汚水処理経費回収率の見通し

は次のとおりである。 

 

●汚水処理経費回収率の推移 

 

 

【第 3 回審議会資料 P10 抜粋】 

 

また、今回の使用料改定による一般会計からの繰入金は、令和 6 年か

ら令和 20 年度までの 15 年間で 4 億 662 万円の削減効果が見込まれる。

特に課題となっている一般会計からの補助金については、2 億 3,772 万円

の削減効果が見込まれる。 

 

●一般会計繰入金の推移（単位：万円） 

 

 

50%

60%

70%

80%

90%

100%

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

現行 改定後

改定率 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

現行 60.2% 61.2% 70.0% 70.3% 82.0% 87.6% 88.1% 95.9% 91.5% 88.0% 87.0% 83.4% 87.6% 81.4% 78.1%

改定後 66.6% 74.3% 85.2% 92.5% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

25,000

30,000

35,000

40,000

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

現行 改定後
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●一般会計繰入金の削減効果（単位：万円） 

 

●一般会計補助金の削減効果（単位：万円） 

 

【第 3 回審議会資料 P11 編集】 

 

さらに、国が下水道事業体に対し、取り組むべき経営努力として掲げる

下水道使用料の料金水準については、次のとおりいずれも達成する見込

みである。 

 

求められている 

項目・水準 

令和４年度 

竹原市決算 
改定後見込み 

使用料単価 

150 円/㎥以上 
148.5 円/㎥ 

令和 6 年改定後 178 円/㎥ 

令和 9 年改定後 193 円/㎥ 

汚水処理経費回収率 

80％以上 
56.8% 

令和 8 年度以降 80％以上 

令和 10 年度以降 100％ 

3,000 円/月 

・20 ㎥使用(税抜) 
2,480 円/月 

令和 6 年改定後 3,030 円/月 

令和 9 年改定後 3,306 円/月 

 

 

⑵ 個別処理（合併処理浄化槽）との費用比較について 

竹原市の生活排水対策の手法として、汚水を集合処理する下水道事業

と、個別に処理する合併処理浄化槽によるものとなっている。 

平成 30 年度には、より効率的な汚水処理施設の整備を推進するため、

投資計画の見直しを実施し、下水道による汚水処理整備区域を 222.5 ㏊

と定めたところであり、下水道以外による汚水処理地域では、合併処理浄

化槽による個別処理によるものとなる。 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 計

現行 37,968 38,481 34,637 34,720 34,362 33,847 34,368 33,950 32,868 32,495 32,228 32,048 32,283 31,235 30,966 506,455

改定後 37,217 36,904 32,931 33,042 31,400 30,081 30,481 29,161 29,108 29,322 29,249 29,633 29,255 28,915 29,094 465,793

削減額 ▲ 751 ▲ 1,577 ▲ 1,705 ▲ 1,678 ▲ 2,962 ▲ 3,765 ▲ 3,887 ▲ 4,789 ▲ 3,761 ▲ 3,173 ▲ 2,979 ▲ 2,416 ▲ 3,029 ▲ 2,320 ▲ 1,872 ▲ 40,663

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 計

現行 6,234 6,464 5,480 8,196 8,196 8,367 9,573 9,513 9,569 9,569 9,569 9,569 9,569 9,569 9,569 129,004

改定後 5,483 4,887 3,775 6,518 6,153 6,323 7,532 7,544 8,094 8,184 8,214 8,266 8,186 8,057 8,017 105,232

削減額 ▲ 751 ▲ 1,577 ▲ 1,705 ▲ 1,678 ▲ 2,043 ▲ 2,044 ▲ 2,041 ▲ 1,969 ▲ 1,475 ▲ 1,385 ▲ 1,355 ▲ 1,303 ▲ 1,383 ▲ 1,512 ▲ 1,552 ▲ 23,772
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そのため、市内における汚水処理に係る費用負担については、市民の汚

水処理に対する負担の公平性の確保のためには、下水道によるものと合

併処理浄化槽によるものとで概ね均衡が図られることが望ましい。 

合併処理浄化槽(５人槽)に係る維持管理費は、汚泥の引き抜きや清掃、

保守点検、法定検査費用を含めると、各家庭の条件により差異はあるもの

の、令和４年度の平均費用として年間 44,780 円（1 ヵ月あたり 3,732 円）

の費用がかかっていることが示された。 

これに対し、下水道利用者は下水道サービスを利用する対価として下

水道使用料を支払うこととなるが、一般的な月 20 ㎥使用するご家庭が支

払う下水道使用料は年間 32,736 円（1 ヵ月 2,728 円）で、月額約 1,000

円の差が生じていることから、この費用負担の差についても縮減してい

くこととした。 

今回、30％の増収を見込んだ料金改定を行うことによって、この費用負

担の差については、概ね解消されるものとなっており、「下水道処理区域」

と「浄化槽処理区域」における費用負担の公平性が保たれていると考えら

れる。 

【参照：別紙５答申参考資料スライド２７】 

 

●合併処理浄化槽（５人槽）の維持管理費と下水道使用料の比較 

 

※ 合併処理浄化槽 (５人槽 )の年間維持管理費  44,780 円（令和４年度平均） 

  内訳：保守点検  ＋ 清掃料  + 法定検査  
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７．下水道使用料体系について 

⑴ 用途別料金体系 

竹原市の下水道使用料は、下水道へ流入させる水の使用する目的（用

途）によって異なる「用途別料金体系」を採用しており、その用途区分は、

「一般用」、「一般公衆浴場」、「臨時用」の３種類である。 

一般家庭や事業者などの利用については、「一般用」の用途による下水

道使用者であり、下水道使用者のほぼ 100％となっている。 

「一般公衆浴場」については、利用目的や形態が地域住民の日常生活に

おいて、保健衛生上必要なものとして利用される入浴施設で、いわゆる

「銭湯」のことである。衛生を確保するため、安価な料金で利用できるよ

う下水道使用料について、配慮がなされた料金体系となっているが、竹原

市内には一般公衆浴場が無いため、これまで適用された事例がない。 

また、「臨時用」については、主に工事などで仮設トイレを設置し、下

水道へ流入させるなど、臨時的に使用される場合に適用されるものであ

るが、利用実態がほとんどない状況である。 

さらに、竹原市の水道事業における料金表の用途区分は、「一般用」と

「船舶用」の２種類となっており、水道事業と下水道事業で水の使用する

目的（用途）に差が生じている。 

以上のことから、用途として適用されることがない「一般公衆浴場」、

或いは用途として極めて適用事例が少ない「臨時用」については、下水道

利用者にわかりやすい料金体系とするため、「一般公衆浴場」及び「臨時

用」の用途を廃止し、「一般用」へ統合することとした。 

⑵ ２部料金制 

竹原市の下水道使用料は、排除汚水量の多寡に関わらず、下水道を利用

することに対して費用負担する「基本料金」と、排除汚水量に応じて費用

負担する「従量料金」を組み合わせた２部料金制を採用している。 

請求事務等の一般事務経費などの下水道事業を運営するために必要な

固定的経費を基本料金で賄い、排除汚水量の多寡によって変動する施設

の動力費や薬品費などの経費を従量料金で賄うという基本的な考え方が

あり、公平な負担に適しており、多くの下水道事業体で採用されているこ

とから、２部料金制については維持する。 
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⑶ 基本水量制 

基本水量制は、公衆衛生の向上と生活環境の改善を図る観点から、一定

量の清廉な水の利用を促すことを目的として導入された制度である。 

平成 18 年の下水道事業開始時より、１ヶ月８㎥の使用水量までは基本 

使用料のみとすることで、使用者に対する負担軽減の措置を講じてきた。

しかしながら、近年では、社会状況が変化し、基本水量制に課題が生じつ

つある。 

まず、水道の普及率については、令和 5 年 3 月 31 日現在、行政区域内

人口 23,389 人に対し給水人口 23,243 人で、99.4％となっており、公衆

衛生を向上させ、生活環境を改善するという目的においては、基本水量制

は一定の役割を終えたものと考えられる。 

 

また、環境意識の高まり、節水行動

の定着、節水型の水使用機器の普及、

少子高齢化、ライフスタイルの変化等

による水の使用実態が変化しており、

１ヶ月８㎥以下の基本水量内である

小口使用者の占める割合が年々増加

し、近年では下水道使用者全体の約

36％を占めている。 

【第 2 回審議会資料 P39】 

このような状況において、基本水量内では使用水量が異なっても使用

料が変わらないことへの不公平感や、節水意欲が阻害され、環境面で逆効

果になるという問題が生じている。 

また、汚水処理に費用がかかっているにもかかわらず、基本料金のみの

負担とし、使用者に対する負担軽減の措置を講じてきたことから、経営を

圧迫する要因の一つにもなっている。 

さらに、下水道使用料とあわせて徴収する広島県水道広域連合企業団

の水道料金においては、平成 28 年に実施された料金改定により、既に基

本水量制は廃止されており、水道事業と下水道事業で料金体系が異なっ

たものとなっている。 
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このような状況のもと、基本水量制に生じている課題の解決を図るた

め、竹原市下水道事業においても基本水量制を廃止することが妥当であ

ると考える。 

１㎥から使用した水量に応じた適正な対価を求めることにより、使用

者間の負担の公平性が図られた料金体系へと変更するものである。 

また、環境負荷を低減する節水型社会づくりを実現するため、下水道事

業の運営面からも、家庭における節水意識や行動の芽生えと定着など、環

境問題の改善へと繫がる動機付けとなる料金体系とする。 

なお、基本水量制を廃止することに伴い、現在の基本水量内（１ヵ月８

㎥以下）の使用水量に、従量料金単価を新たに設定することによって、使

用水量の少ない使用者を中心に改定率が高くなるため、実質的な負担増

額に配慮した従量料金単価の設定となるよう検討した。 

⑷ 逓増料金制 

逓増料金制は、使用する水量の増加に応じて１㎥あたり料金単価が高

くなる累進（逓増）使用料体系である。 

この制度の目的は、排水汚水量の大きい大口需要者のために施設整備

に係る費用を要していることに基づくもので、多額の費用を要する施設

の更新・増設に伴う費用を大口需要者の料金に反映させ、節水意識を働か

せることで水需要を抑制し、省資源化を図るため、今後も適正な累進度の

もとに累進（逓増）使用料体系を維持すべきである。 

竹原市における累進度は、最も高い下水道使用料単価 230 円/㎥と、最

も低い下水道使用料単価 100 円/㎥で割ったもので、2.3 倍であり、広島

県内市の 2.13 倍に比べ、高くなっている。 

●広島県内市における逓増度の比較（令和 5 年 4 月 1 日現在） 

【第 1 回審議会資料 P55】 
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下水道使用者１件あたりの排除汚水量は、水需要の減少や家族構成の

変化等により減少傾向にあり、高い料金単価から低い料金単価へと使用

者が移行している現状がある。そのため、年々、一般家庭用１㎥あたりの

使用料単価は減少傾向にある。 

また、下水道管渠整備の概ね終了を予定する令和 10 年度から令和 20

年度までの汚水処理に係る１㎥あたりの費用（汚水処理原価）は、平均

172 円/㎥と見込まれている。 

現状の下水道の料金表では、使用水量 9 ㎥から 20 ㎥までの使用料単価

は 140 円/㎥、使用水量 21 ㎥から 30 ㎥までの使用料単価は 160 円/㎥と

なっており、汚水処理原価 172 円/㎥をいずれも下回る状況にある。 

今後、整備が予定されている下水道整備予定区域は、一般家庭を中心と

して形成された住宅地域であり、今後さらに１カ月 30 ㎥以内の下水道使

用者を中心として増加が予想されている。 

【参照：別紙５答申参考資料スライド２８～２９】 

 

●過去５年間における１カ月に使用される水量ごとの請求件数の推移 

 

【第 3 回審議会資料 P31】 

 

排水汚水量の減少や水の使用実態の変化への対応と、環境負荷を低減

する節水型社会づくりの両立、大口需要者との公平性を確保する必要が

あることなどを踏まえ、使用料の最高単価と最低単価の格差（逓増度）の
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見直しを行い、負担の公平性を高め、人口減少社会を見据えた安定的な経

営を行うため、逓増度を引き下げるよう検討した。 

以上、⑴から⑷までの使用料金体系について議論した結果、本審議会は

合理的であるとした。まとめは次のとおりである。 

① 用途別料金体系については、現行の「一般用」「一般公衆浴場」「臨時

用」の３つの用途を「一般用」へ統合することとし、用途別料金体系は

廃止とする。 

② 下水道を利用することに対して費用負担する「基本料金」と、汚水排

水水量に応じて費用負担する「従量料金」を組み合わせた２部料金制は

維持する。 

③ １ヵ月８㎥の使用水量までは基本料金のみとする基本水量制を廃止

し、１㎥の使用水量から従量料金単価を設定する。 

④ 費用負担の公平性を高めるため、基本料金及び従量料金単価ともに

改定する。 

⑤ 従量料金単価は、一定率による改定ではなく、負担の公平性を高める

ため、逓増度の見直しを行う。 
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８．下水道使用料の設定について 

⑴ 基本料金 

下水道使用料は、下水道を利用することに対して支払う「基本料金」と、

使用した水量に応じて支払う「従量料金」から構成されている。 

基本料金では、主に使用水量の増減に関わらず固定的に必要とされる

経費（人件費、検針・請求費用など）を賄い、従量料金では、使用水量に

応じて増減する経費（浄化センターの電気代などの施設の動力費、薬品代

など)を賄う考え方である。 

固定的に必要とされる経費として、請求事務等の一般事務経費（人件

費）と、水道メーターの設置や交換、検針などに係る検針費用、使用料の

請求に係る費用が、使用される水量に関係なくかかる経費として挙げら

れる。 

収支計画期間の 15 年間で見込まれる人件費を請求予定件数で割ると、

1 請求あたり 479 円の費用がかかる。 

また、下水道事業では、検針や請求業務について広島県水道広域連合企

業団へ事務委託しており、委託事務費用を企業団へ支払っている。 

過去 8 年間における 1 請求あたりの検針費用や請求費用の決算額の平

均単価は 741 円であり、これを水道事業と折半した 2 分の 1 が固定的に

必要とされる経費である。 

このことから、基本料金は、人件費の 479 円と、検針及び請求費用とし

て 370 円が見込まれることから、850 円と設定することが適当と考えられ

る。 

【参照：別紙５答申参考資料スライド３０】 

 

⑵ 従量料金及び逓増度 

下水道使用料収入について、段階的に 30％の増収を見込んだ料金改定

とするため、基本料金の改定による増収分を差し引いた残りの改定必要

額を従量料金の見直しで行うこととした。 

逓増度の見直しについては、竹原市の現状である 2.3 倍を見直すこと

とし、近年、下水道使用料の改定を実施した広島県内８市の平均値 1.98

倍を目指すものとした。 
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なお、逓増度の見直しに当たっては、竹原市の下水道利用者の多くを占

める使用水量が少ない使用者への影響が大きくならないよう配慮した。 

これらを踏まえ、次の３つの改定案により検証した。 

【参照：別紙５答申参考資料スライド３１～３２】 

 

●料金体系の改定案 

 

【第 3 回審議会資料 P35】 

 

●改定率毎における使用料収入の必要改定額 

 

 

●改定案の料金単価計算方法 

 

20%(1回目改定) 13,200 11,904 57,391 79,198
30%(2回目改定) 19,799 19,799 65,286 87,093

（単位：千円）
使用料改定による必要改定額

20,511 45,487

合計

65,998

従量料金基本料金
改定率

現在の使用料収入 改定後の使用料収入

合計

1,296 21,807

基本料金
改定による
収入増

従量料金
改定による
収入増

基本料金 従量料金

基本料金の改定

従量料金改定による必要収入増額
排除汚水量

改定後の従量料金収入
(現行の１㎥あたりの各単価×単価毎の排除汚水量)の合計

従量料金単価の改定方法

改定案①と改定案②で算出した従量料金単価の平均を5円単位に纏めた単価

従量料金単価改定率 ＝５０円ＵＰ

５０円ＵＰ

改定案③ ５０円ＵＰ

１㎥あたりの改定単価 ＝改定案①

改定案②
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●改定案の料金単価計算方法に基づいた計算結果 

 

 

改定案①では、使用者すべてが１㎥あたり均一な増加額で公平性が高

い改定であり、逓増度も改定率 30％の場合 1.83 倍、改定率 20％の場合

1.93 倍と改善が図られる。また、排除汚水量の減少に対して経営面で大

きく影響を受けにくい料金体系であるため、事業の継続性や料金の安定

性について高いものとなっている。 

しかしながら、竹原市の下水道利用者の多くを占める使用水量が少な

い使用者を中心に改定率が高くなる傾向となる。最も高い改定率となる

使用者は、１ヵ月８㎥使用する者で、改定率 30％の場合 48.3％、改定率

20％の場合 33.3％となるため、影響が大きいと思われる。 

改定案②では、使用者すべてが改定率に近い料金改定となるものの、高

い料金単価の使用者と低い料金単価の使用者との格差（逓増度）の解消が

図られず、最高単価と最低単価の金額差が広がっており、公平性は低下し

ている。また、排除汚水量の減少に対して経営面で大きく影響を受けやす

い料金体系であるため、事業の継続性や料金の安定性について低いもの

となっている。 

改定案③では、改定案①に比べ使用水量が少ない使用者の改定率に一

定程度配慮したものとなっている。 

逓増度も改定率 30％の場合 1.95 倍、改定率 20％の場合 1.98 倍と改善

が図られており、下水道使用料の改定を実施した広島県内８市の平均値

1.98 倍に近い値であり、一定程度見直しが図られたものとなっている。 

また、最も高い改定率となる使用者は、１ヵ月８㎥使用する者で、改定

率 30％の場合 43.3％、改定率 20％の場合 31.3％となり、改定案①に比

べ幾分影響が緩和されている。 

20%(1回目改定) 30%(2回目改定)

改定案② ５０円ＵＰ 従量料金単価改定率

改定案③ ５０円ＵＰ
改定案①と改定案②で算出した従量料金単価の平均を

5円単位に纏めた単価

約30%約19%

従量料金単価の改定

改定案① ５０円ＵＰ １㎥あたりの改定単価

基本料金の改定

42円/㎥27円/㎥
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上記の状況を踏まえた結果、改定案③が、今後の更新事業に対する世代

間の負担を平準化するとともに、水使用量に対する適切な負担を求める

ことで使用者間の負担の公平性を向上させ、水需要減少社会にも対応し

た料金改定案であると言える。 

 

●改定案の料金単価及び逓増度の比較検討 

⑴ 改定率２０％（令和６年８月使用分から適用） 

 

 

⑵ 改定率３０％（令和９年４月使用分から適用） 
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●改定案の１ヵ月の使用水量ごとの使用料比較及び増加額（税込み） 

⑴ 改定率２０％（令和６年８月使用分から適用） 

 

 

⑵ 改定率３０％（令和９年４月使用分から適用） 
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なお、いずれの改定案についても、国が下水道事業体に対して取り組 

むべき経営努力として掲げる下水道使用料の料金水準については次のと 

おり達成するものである。また、広島県内他市との下水道使用料の比較 

検証については、別紙４「県内市の下水道使用料との比較(令和 5 年 4 

月 1 日現在)」のとおり。 

 

●国が下水道事業体に対して取り組むべき経営努力の達成度 

求められている項目・水準 
20％の改定案 

(令和 6 年改定) 

30％の改定案 

(令和 9 年改定) 

使用料単価 150 円/㎥以上 178 円/㎥ 193 円/㎥ 

3,000 円以上/月・20 ㎥使用(税抜) 3,030 円/月 3,306 円/月 
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〔下水道使用料の料金表及び改定時期〕 

●令和６年８月使用分から適用（令和６年８月１日施行） 

 

●令和９年４月使用分から適用（令和９年４月１日施行） 

 

●下水道使用料料金表（現行） 

 

下水道使用料（１カ月計算用） ※消費税抜き

基本料金 従量料金(１㎥につき)

8㎥ まで 25円

8㎥ を超え 20㎥ まで 165円

20㎥ を超え 30㎥ まで 190円

30㎥ を超え 50㎥ まで 210円

50㎥ を超え 100㎥ まで 220円

100㎥ を超え 200㎥ まで 230円

200㎥ 260円

使用料（１月につき）

排除汚水量

850円

を超えるもの

下水道使用料（１カ月計算用） ※消費税抜き

基本料金 従量料金(１㎥につき)

8㎥ まで 37円

8㎥ を超え 20㎥ まで 180円

20㎥ を超え 30㎥ まで 205円

30㎥ を超え 50㎥ まで 230円

50㎥ を超え 100㎥ まで 240円

100㎥ を超え 200㎥ まで 255円

200㎥ 280円

排除汚水量

850円

を超えるもの

使用料（１月につき）

基本水量 基本料金
超過料金

(１㎥につき)

8㎥ を超え 20㎥ まで 140円

20㎥ を超え 30㎥ まで 160円

30㎥ を超え 50㎥ まで 180円

50㎥ を超え 100㎥ まで 190円

100㎥ を超え 200㎥ まで 200円

200㎥ 230円

8㎥ を超え 20㎥ まで 140円

20㎥ 97円

臨時用 10㎥まで 3,000円 10㎥ 470円

下水道使用料（１カ月計算用） ※消費税抜き

種別

使用料（１月につき）

超過水量

を超えるもの

を超えるもの

を超えるもの
一般公衆浴場 8㎥まで 800円

一般用 8㎥まで 800円
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９．付帯意見 

⑴ SDGs（持続可能な開発目標）に関する広報活動 

SDGs は 2015 年 9 月の国連サミットで採択されたもので、国連加盟 193

か国が 2016 年から 2030 年の 15 年間で達成するために掲げた目標であ

る。下水道事業や合併処理浄化槽による汚水処理は、私たちの生活にとっ

て欠かせないものであり、SDGs のゴール達成においても大きな役割を担

っている。ゴール 6「安全な水とトイレを世界中に」やゴール 14「海の豊

かさを守ろう」などの下水道が持つ直接的な効果だけでなく、下水道を整

備することによってゴール 11「住み続けられるまちづくりを」やゴール

13「気候変動に具体的な対策を」など複数のゴールに繫がる効果もある。 

今回の使用料改定のみならず、下水道事業が持つ効果について、情報発

信を積極的に行うことが市民の理解と事業の透明性を高めることに繋が

る。使用者の理解と協力が得られるよう、下水道事業者としての説明責任

を果たされることを要望する。 

【参照：別紙５答申参考資料スライド３３～３７】 

 

⑵ 使用料改定に関する広報活動 

消費税率改定を除いた実質的な料金改定は、竹原市の下水道事業とし

て、始めての改定となることから、利用者に料金改定の必要性を十分理解

してもらえるよう分りやすい情報提供に努めるとともに、周知方法や時

期等について十分配慮すること。 

 

⑶ 計画期間内における「投資・財政計画」の見直し 

下水道使用料は、日常生活に密着した公共料金であるため、今後の下水

道管渠の整備状況、ストックマネジメント計画の進捗状況、地域の人口動

向などサービス需要に影響する要素の変動状況、賃金や物価の上下動な

どの基礎的な社会経済情報の変化、根拠法令の改正その他の制度改正の

状況など、経営の基礎となる社会情勢の変化に注視するとともに、算定期

間中においても、毎年度経営状況の把握に努め、少なくとも５年に１回の

頻度で「投資・財政計画」の見直しと課題解決に向けた取り組みについて

検証を行うこと。  
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竹原市下水道使用料審議会委員名簿 

 

役 職 氏  名 備  考 

会 長 小 林 正 和 
元福山大学経済学部教授 

中小企業診断士 

副会長 兒 玉 忠 則 中小企業診断士 

委 員 今 本 朱 実 竹原商工会議所女性部 監事 

委 員 木 島 美 鈴 
竹原市民生児童委員 

吉名地区副会長 

委 員 北 原   勇 竹原市自治会連合会 副会長 

委 員 清 田 英 機 竹原市自治会連合会 副会長 

委 員 竹 下 純 子 竹原市女性連絡協議会 会長 

順不同・敬称略 
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【資料２】 

〔審議経過〕 

 

〔出席状況〕 

第１回 出席委員 ７名 

第２回 出席委員 ６名 

第３回 出席委員 ６名 

第４回 出席委員 ７名 

回次 開催日 審議内容等

令和5年7月13日㈭ １　開会

13時30分～16時25分 ⑴　委嘱状交付

竹原市役所3階 ⑵　委員自己紹介

第1・2委員会室 ⑶　市長挨拶

⑷　竹原市下水道使用料審議会について

⑸　会長・副会長の互選

２　諮問

３　議題

⑴　下水道事業と事業概要について

⑵　下水道事業会計の特徴について

⑶　竹原市下水道事業の現状と課題について

⑷　経営改善への取り組みについて

⑸　下水道使用料の考え方と現在の使用料について

⑹　下水道使用料の検討手順について

令和5年9月14日㈭ １　開会

13時30分～16時05分 ２　議題

竹原市市民館 ⑴　第１回審議会の概要整理(振返り)

3階第5会議室 ⑵　今後の収支計画と経営指標の見通しについて

⑶　改善目標と使用料適正化の検討について

令和5年10月25日㈬ １　開会

13時30分～16時55分 ２　議題

竹原市人権センター ⑴　現地視察(竹原浄化センター、雨水排水ポンプ場)

2階音楽室 ⑵　第２回審議会の概要整理(振返り)

⑶　改定率について

⑷　使用料体系の検討について

令和5年12月20日㈬ １　開会

13時30分～15時00分 ２　議題

竹原市人権センター ⑴  竹原市下水道使用料審議会答申（案）について

2階音楽室

１回

２回

３回

４回


